
人 7 人

職員数：消防吏員数（再任用職員（フルタイム）、臨時職員及び嘱託職員等なし）

（注2） 再任用職員短時間勤務職員の職員数は含まない

（注3） 再任用職員短時間勤務職員数は１(3)を参照

⑶

年 度 男 性 女 性 合 計

（ 各 年 4 月 1 日 現 在 ）再任用短時間勤務職員数

ア 令和元年度採用試験の実施状況

区 分

（注3） （ ）内は減額前の額

⑵ 職員の初任給 （ 令 和 2 年 4 月 1 日 現 在 ）

機 関 採 用

円
国

高 校 卒 173,400 円

初 任 給

大 学 卒 199,000 円
宇部・山陽小野田消防組合

高 校 卒 169,900 円

（注1） 平均給料月額： 令和2年4月1日現在の職員の基本給の平均

（注2） 平均給与月額： 給料月額と扶養手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当などの諸手当の合計額の平均

大 学 卒 211,400

令和 元 年度 292 人

職 種 受 験 者 数

人

（注1）

令和 2

7 人 0

6 人 297

5 人 297

宇部・山陽小野田消防組合人事行政の運営等の状況

人事行政の公平性と透明性を高めることを目的に、宇部・山陽小野田消防組合の職員数や職員の

給与など、人事行政の運営等の状況をお知らせします。

１ 職員の任免と職員数に関する状況

職 員 数 （ 各 年 4 月 1 日 現 在 ）

年 度 男 性 女 性 合 計

⑴

人

２ 職員の人事評価の状況

区　分 内　　　容

イ 採用者数と退職者数等

採 用 者 数 退 職 者 数
区 分

（R1.4.1付） （H31.4.1～R2.3.31）

採 用 者 数

初 級 消防吏員 58 人 13 人

⑵ 採用と退職の状況

年度 291 人

実施状況等

能力評価
職員の保有する知識や判断力等、様々
な能力や勤務態度等を評価

平成27年10月から試行
平成28年10月から本格運用

業績評価
職員が設定した目標に対する業績（達成
度）を評価

初 級 13 人 13 人

平成27年10月から試行
平成28年10月から本格運用

令和 元 年度 0 人 0 人 0 人

令和 2 年度

３ 職 員 の 給 与 の 状 況

⑴ 職員の平均給料・給与月額と平均年齢の状況 （ 令 和 2 年 4 月 1 日 現 在 ）

平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢

313,029 円 381,483 円

（ ）314,691 円 ） （ 383,145 円
38歳11月



6,500 円 / 月

（ただし、8級相当以上は3,500円/月）

（ただし、8級相当以上は3,500円/月）

10,000 円 / 月

6,500 円 / 月

標準的な

職務内容

職 員 数

距離区分により

⑶ 級別職員数の状況 〈公安職給料表適用〉 （ 令 和 2 年 4 月 1 日 現 在 ）

職 種 1 級 2 級 3 級 7 級 8 級

課長

次長

級 4 級 5 級 6

合 計
係員 係員 係員 主任 係長 課長補佐 消防長

人 297 人人 10

％

57 人 32 人 22 人 109 人

19.2 ％ 10.8 ％

人 42 人 25 0

⑷ 職 員 手 当 の 状 況 （ 令 和 2 年 4 月 1 日 現 在 ）

区 分 宇部・山陽小野田消防組合 国

8.4 ％ 3.4 ％ 0.0 ％7.5 ％ 36.7 ％ 14.1 ％ 100.0構 成 比

期末・勤勉手当 期 末 勤 勉 期 末 勤 勉

6 月 期 1.3 月分 0.95

同 左

合 計 2.6 月分 1.9 月分

月分

12 月 期 1.3 月分 0.95 月分

退職手当（支給率） 自己都合 勧奨定年 自己都合 勧奨定年

勤続 20 年 19.6695 月分 月分24.586875

退職手当（調整額）

同 左
勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分

勤続 25 年 28.0395 月分 月分

最 高 限 度 47.709 月分 47.709 月分

33.27075

円

最高支給月数 60.00 月分

区 分 数 2 区 分 8 区 分

金 額 32,500 円 ・ 43,350 円 21,700

同 左

時間外勤務手当

平 均 年 額 119,660 円 / 人

円 ～ 70,400

-

主 な 業 務 名 救急業務、火災業務、救助業務、
-

潜水業務、緊急消防援助隊

-

特殊勤務手当

平 均 年 額 51,586 円 / 人 -

扶養手当

配 偶 者 6,500 円 / 月

支給職員割合 85 ％

住居手当

子 10,000 円 / 月

父母等 6,500 円 / 月

借 家 （家賃-16,500円）/2＋12,000円 （家賃-27,000円）/2＋11,000円

最 高 限 度 額 28,000 円 / 月 28,000 円

最 高 限 度 額 55,000 円 / 月 同 左

持 家 な　し

通勤手当

交 通 機 関 55,000円/月まで全額 同 左

同 左

自 家 用 車 等 距離区分により

2,000 円/月～ 22,100 円/月 2,000 円/月～ 31,600

時間外勤務手当、特殊勤務手当：令和元年度実績

円/月

（注）

管理職手当

1.部長職 給料月額の16% 官職の区分、給料表の別及び

2.次長職 給料月額の13% 職務の級別の定額制

3.課長職 給料月額の12% (公安職給料表（－）適用の場合）

4.課長補佐職 給料月額の9% 50,800円～139,300円



.

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

⑴ 職員の勤務時間の状況と有給休暇の取得日数 （ 令 和 2 年 4 月 1 日 現 在 ）

毎 日 勤 務 者 4週間を超えない期間につき1週間当たり38時間45分

週 の 勤 務 時 間 隔 日 勤 務 者 4週間を超えない期間につき1週間当たり38時間45分

三部制勤務者 3週間を通じて1週間当たり38時間45分

有給休暇の
11.9日/年　（平成31年1月～令和元年12月）

平均取得日数

（注）

1日の勤務時間 8時30分～17時15分 【休憩時間：12時00分～13時00分】

週 休 日 土曜日及び日曜日

休 日 国民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始（12月29日～1月3日）

⑵ 育児休業及び介護休暇の取得人数 （令和元年度）

所属により、勤務時間の終了時刻、休憩時間、週休日等が異なる

0 人

（注） 平 成 30 年 度 中に 新たに取 得した職 員数

５ 職員の分限と懲戒処分の状況

0 人 0 人 0 人

育 児 休 業 介 護 休 暇

男 性 女 性 男 性 女 性

分限処分者数と懲戒処分者数 （令和元年度）

分 限 処 分 者 懲 戒 処 分 者

免職 休職 降任 降級 計 免職

人

停職 減給 戒告 計

0 人 2 人 0 人

（注2） 懲戒処分 ： 一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩序を維持することを目的

として行われる処分

６ 職員の服務の状況

7 人

（注1） 分限処分 ： 職責を十分に果たすことができない場合に、公務能率の維持を目的として行われる処分

1 人 0 人 6 人0 人 2 人 0

営利企業等従事制限に係る許可の状況 （令和元年度）

申 請 件 数 承 認 件 数 承認した主な事項

47 件 47 件 危険物取扱者試験の試験監督

７ 職員の退職管理の状況

次長職 1 0

課長職 2 1

※離職時に管理又は監督の地位（課長職以上）にあった職員は、離職後2年間、営利企業等の地位についた場合は、

（令和元年度）

令和元年度退職者
民間企業等

（再就職の届があった者）

部長職 0 0

届出を行う。

８

研 修 開 催 状 況 （令和元年度）

集 合 研 修 派 遣 研 修

3 件 332 人 山口県ひとづくり財団、消防大学校等

職 場 研 修 研 修 先

2 件 9 人 21 件 41 人

職 員 の 研 修 の 状 況



9 職員の福祉と利益の保護の状況

0 件 0 件

10 勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する審査請求の状況

要 求 ・ 審 査 請 求 件 数 （令和元年度）

要 求 件 数 審 査 請 求 件 数

う ち 通 勤 災 害

6 件 3 件 3

⑵

⑴

件

1 1

公務災害などの状況 （令和元年度）

認 定 件 数
う ち 公 務 災 害

安全衛生管理体制の状況 （令和元年度）

安 全 衛 生委 員会 産 業 医

設 置 事 業 所 数 設 置 事 業 所 数


